











しか し、これか らの社会を活性化 し、かつ財政破綻を乗越えてい くためには、交通政策 を真っ先に改
革していく必要がある。 なぜなら、現在の交通政策は、社会的重要性はます ます高まっているにもかか
わらず、社会的関心が薄いために、政策は事業 ごとに分断 されたままであ り、また政策的透明性 も高く
ないため、経済的にも社会的にも非効率の度合が極めて高 く、ケインズ的財政政策を通 して財政破綻の
1つの大 きな温床 となってお り、このままの状態が続けば、われわれの生活水準はこれを基 として劣化
していくであろ うと考えられるか らである。
お りしも現在、国会において総合交通法規の策定案が上程 されよ うとしている。本研究は、明治大学
社会科学研究所の助成により、こ うした時代の要請に応えるべ く、現在、我が国で進行中の交通分野に
おける規制改革の現状 と課題を鑑みなが ら、交通の現代的重要性を検証 していく。その中では、研究 当
初、特に情報化の進展 と深 く関わる航空産業を念頭に置いて研究を進め、その成果はすでに公刊 してい
るので、その成果を踏 まえなが ら、ここではむ しろ、タクシーやバスなど現在、規制緩和によって激 し






今 日、我々は情報化社会を迎 えている。そ して、情報化社会では、人の移動、物の移動の意味がこれ
まで とは違った形に変質を遂げて くる。
まず、情報化社会では、付加価値の高い情報が求められ る。 しか し、情報の価値が高まれば高まるほ
ど、インターネ ッ トな どの情報媒体を通 じて伝達することは難 しいことになる。
その1つ の理由は、'コミュケー ションの中で文字情報化できるのは約1割 にすぎない とい うことがあ
る。その他の大部分は、その場の雰囲気や、会話者の表情などによって伝えられ る。そのため、重要な
情報の伝達は、人 と人が直接に面会することによって伝達 されることは、これか らも変わらない真理で
あろ う。
もう1つの理由としては、セキュリティーの問題がある。インターネ ッ トを初めとす る情報機器の機





て、 自らを相対化することが望ま しい環境を与 えて くれる。この意味で、今後の観光需要は高まるであ
ろ うし、それを支える交通の意味も重要 となってくるのである。
このように、人の移動はインターネッ トでは伝わ らない高度な情報伝達のためであ り、自己実現のた
めでもある。 さらに加えて、物の移動はインターネ ッ トの普及 にともな う流通の簡素化、直販化によっ
てさらに一般の生活上も、そ して企業戦略上も重要な ものとなる。




廃 されている。たとえば、 トラックの場合を見てみ よう。
情報化社会における社会的インフラス トラクチャー として、効率的な物流体系の構築は必須かっ緊急
の課題である。なぜな ら、情報化によって、いかに注文をとるシステムが効率化 したとしても、それを
消費者の手元に届 けるためには、実際にその商品を運ぶ とい う行為が必要となってくるか らである。そ
して、 トラック輸送は、バスやハイヤーなど、車の現在の特質 として、CO2を排出する割合が、環境に
対する負荷が他の公共交通機関(船 舶や鉄道)に 比べて大 きいとはいえ、その移動に関する面的な広が




しか しなが ら、規制緩和による業者間の生 き残 りをかけた激烈な競争による価格引き下げとサー ビス
強化に よって労働者の就業環境が悪化 し、 ドライバーのな り手がな くな りつつある中で、運転手の高齢
化 と労働強化が重なっていくとい う悪い循環構造でとつながってい る。
この問題に関 しては、劣悪業者 との選別 をいかに図っていくか とい う非常に難 しい問題がある。 トラ
ック事業に要請されることは様々な ものがある。たとえば荷物をいかに速 く、かつ確実に送 り先に届け
るか、いかに安い値段 を提供できるか、などである。そ して、その中で現在、特に注 目しなければなら
ないのは安全性の確保であろう。ここでい う安全とは、荷物に損傷を与えない とい うことだけではなく、
まさしく道路交通上において、事故 を起こさないとい うことである。
しか し、この安全に対 してどのよ うに トラック各社が真剣に取 り組んでいるかとい う実態 はなかなか
評価 されない。特に不況期においては、荷主はできるだけ安く荷物を運ぼ うとするため、安全性 よりも
価格面を最優先 し、事業者 を選択す る。その結果、ま じめに安全対策に取 り組んでいる業者が憂き目を
みることにな り、劣悪業者が事故を起こした りすると、 トラック業界全体が社会的批判を被 ることにな
り、真面 目な事業者の努力が報い られないことになるかもしれない状況となって しまうのである。
今後は、安全性の確保、高品質の道路輸送とい う観点か ら、 トラック輸送における熟練労働者の再評
価がもっともっと進んでいかなければな らない。
また環境対策のための費用負担の問題 もある。競争がこれだけ激 しくなっている中で、環境負荷の少
ない新規車種への転換をはかることは、経営的に見て極 めて難 しい状況になっている。 しかし、地球環
境問題に対す る認識の高まりの中で、環境対策 をとることは、事業者 としても避けがたい こととなって
きた。 こうした状況下で、効率的に環境負荷を低減 させ るように業界を誘導 していくためには、車種転
換がスムーズに行われ るよ うに、買い替えのための財源補填が公的に実施 されなけれ ばならない。その
財源には一般財源が投入 されるべきだろう。なぜなら、物流 とい うこれからの社会において極めて公共
性の高い基盤整備 とい う観点と、環境対策 とい う同様に公益性の高い観点か ら見て、公的財源を投入す
ることが十分正当化 されるものと考えられるからである。
こうした支援が十分に得 られず、その結果 トラック業界が弱体化 していけば、情報化社会は、それ を
支える物理的な基盤 を失 うことになる。そ うなれば、情報化社会 とはいって も、実態 としては、その効




今回の改正にあたっては、規制 を緩和するにあたってのセーフティーネ ッ トとされる 「緊急調整措置]
が 「特別監視地域」指定を導入 しつつ制度化 された。 しか し、これだけでは有効な手段 とい うことはで
きないだろう。
タクシーは、かつては富裕品 と見な され る時代もあった。 しか し、現在、あるいは今後高齢化が進ん
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でい くに従 って、ますます公益性の高いものとして認識され るべきものである。
とりわけ地方においては、規制緩和による鉄道、バス事業の不採算路線か らの撤退により、自家用車、
もしくはタクシーに頼 らざるを得ない ような地域が増えてきている。
特に高齢化が進む と、介護 タクシーの重要性が増 して くる。高齢者が外出す ることは肉体的にも精神
的 にも、その人に とって刺激とな り、ためになる。その時、高齢者の移動に関 して専門的な知識 と専門
的な機材を装備 した介護 タクシーは大いなる力を発揮す るだろ う。
また、一般的に言って も、後に述べるような、憲法上の諸権利を保障す るための1つ の理念 である 「交
通権」を保障するためにも、自家用車だけでは地域の足を確保 した ことにはな らず、そこには何らかの
形で公的な交通手段の確保が必要 となる。その役割を担 うものこそ、これか らはタクシーであると考 え
られるのである。 よって、タクシー業界が、適正 な利潤 を確保 しつつ、社会的役割を担えるような市場
環境を整 えていく必要があるだろう{注2)。
また、バス事業にっいて も同様 である。バスは、地方において、生活保障に欠かす ことのできない も
のである。地方の、特に過疎化が進んでい る地域では、車が唯一の移動手段であるに もかかわ らず 、自
分そ運転す ることができないため、バスに頼 らざるを得ない人が高齢化とともに増えている。
しか し、地方におけるバス事業は基本的に採算に乗 らない構造になっている。 もともと需要が少ない
上に、従業員の高齢化が進み、最大の費用項 目である人件費がか さむ構造になってい るか らである。今





これまでの 伺本 では事業分野別に法律が施行 されていたが、すでに諸外国では、総合的な交通基本法
が策定され、施行 されてい る。
いままで 日本で交通権 といえば 「バ リアフリー」を意味 し、事実、 この方面での法制化はここにきて
大き く進んだ。 しか し、同時に現在では、運輸政策審議会の答 申の中でも、より広い概念 として 「交通
のユニバーサ リテ ィjと い う概念が打ち出され てきている。 しか し、ここでは、冒頭 にも触れたよ うな
考え方から、より広い概念 として交通権をとらえなおすことにする。
4.1総 合的 交通政 策 の必要性
4.1.1日本の財政制約の現状
日本は、今後、情報化財源、高齢化対応のための財 政需要が とてつもなく大きくなってい く。そのよ
うな中、これまでの ように、交通だけを公共事業 として聖域化できる時代ではなくなってきた。重複投
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る環境負荷をどのように軽減 してい くのかとい う観点から、再度総合交通法規の策定が必要になって く
る。




























フ ランスで は、tg81年に政 権 に就 いた社会党 によって、1970年代 か ら始 まっていた公 共交通 整備 お よ
び利 用促 進型 政策 が さらに推 し進 め られ るよ うに なった。そ して、1982年に国内交 通基本 法 くLOTI:
∫a?oid・orientationdestt・ansρortsinterut's)が詣碇 された。
この法案 の国会 上程 に先 立 ち、当時の運輸 大臣で あるシ ャル ル ・フ ィル マ ンは 、「新 しい交通政策 を 目
指 して」(UnenouvelleρO/itiquedθstt'ansρorts)と題 す る論文 を 『ル ・モ ン ド』誌に発表 してい る。
その 中で 、彼 は、国 内交通基 本法策定 の 目標 と して、以 下の4つ を挙 げて いる。
1.人間性 豊 かな社会進 歩に参加 す る こと
2.社 会的効 率性 を確 保す るこ と
3.空 間の整 備 に資す るこ と
4.計画化 と民 主主義 を調 和 させ る こ と
そ して 、実際 の フランス国 内交通 基本 法の 中で は、 こ うした理 念 を具 体的 に盛 りこみ なが ら、法律 化
を図 って い る。 そ の中で も特 に注 目 され るの は、 交通権の設定 で ある。 こ こでは 、交通 権は以 下の よ う
に定義 され てい る。
「交通 権は 、誰 もが容易 に、低 コス トで、快 適 に、同時 に社 会的 コス トを増加 させず に移 動す る権 利
で ある。」
この交 通権 の性 質 は、将 来 の社会 におい て問題 化す るこ とが予想 され てい るモ ビリテ ィーの 見地か ら
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のナシ ョナル ・ミニマムを、一部の身障者や高齢者に限定 しない、全国民を対象に拡大 したものであり、
公平の政策理念 を基調 とした、基本的人権の保障の色彩の強い理念であると考えられている。また、社
会的 コス トとい う文言を織 り込んでいるところが注 目される。その他のキー ワー ドとしては、次の もの
がある。
○相互補完アプローチ 、
この概念に基づき、交通システムの構成指針 として、道路 ・鉄道 ・航空か ら自転車 ・徒歩に至るすべ




的 ・社会的効率に基礎 をお く、新 しい評価原則が導入 された。先に触れたコス トの問題である。 この点
.をどの ように捉えてい くか とい うことを、現在の 日本にあてはめて考えてみ ることが、非常に重要であ
る。なぜなら、昨今、 日本でも、この評価のあり方が大きな問題 となっているからである。
このよ うに、フランスでは、すでにtg80年代初頭において、今 日、 日本が進めようとしているような
政策のモデルがすでに法文化 されていたのである。
4.2.2イギ リスの新 交通政策
イギ リス では、1998年7月、ブ レア労働党政権 下で、イギ リスの新 交通政策 に関す る白書 であ る、Aノ伽
DealfbrTransport:BθtterforEveryeneが発表 された。 これ は、20年ぶ りの労働党政権 下での初 め
て の 白書 で ある。 そ の内容 は、極 めて広範 囲の内容 をカバ ーす るもので ある。 これ は法 律 ではないが 、
交 通 憲章同様 に、交 通 とい うものを国 として ど う見 てい るのかを、公 的 な立場 か ら具体的 に示 す もの と
して非常 に注 目され る もので ある。
前書 きの ところでは、 この 白書 の主た る狙い として、 「選択肢 を改 善す るこ とによ り個人 の選択 の幅 を
広 げ ること、及び長 い期間 にわた り持続 可能 な交通 を確保す るこ とにある」 としてい る。 そ して、第1
章の 「新 たな交 通政策」 の中では 、詳 しく以下の よ うに述べ られてい る。
f公共交 通の民営化 と規制緩 和は、この10年 の鍵 とな る特徴で あった。しか し、公 共交通網 を破壊 し、
公共 の利 害 を無 視す る こ とに よ り乗 客を失 った。 この こ とが、我々 が渋 滞や 汚染 と戦 う総 合交 通政策 を
約 束す る理由 で ある。 我々 は この 白書で総合交 通政策 を宣言す る。 如何 に して、交通 に係わ る選択 を拡
げ、持続 可能 な発展 を支援す る輸 送 を確保す るか を説明 す る。それ が安全 で効率的 でク リー ンで、公 正
な交通 システ ムであ る新交 通政策なの であ る。」
その 中で も特 に印 象的 なフ レーズ として 、「プ ライオ リテ ィは、新 たな道路整備 よ りも、既存道路 の維
持 に置 かれ る」 とい うのが あ る。
さ らに、新交通政 策の ポイ ン トとして、次の4項 目を挙 げてい る。





3.土地利用計画 との連携:全 国、地方及び地域の各レベルで、交通 と土地利用計画が相侯って、より
持続 可能な移動手段が選択 され、また移動の必要性を低減す る。
4.教育、健康及び富の創造のための施策 との連携:交 通が、より公正で参加 可能な社会 を実現す る。
イギリスの場合は、フランスの国内交通基本法に比べて、環境面に大 きな比重を割いてい るところに
特徴があろ う。 これはまさに、時代状況の違いを反映 した違い として注 目すべき点である。
4.2.3我が国における総合交通法規の提案
これ らに対 して我が国では、これまで、交通機関を総合的に、横断的に律す る法律が存在 しなかった。
鉄道法、航空法といったように、各モー ドごとの法律が存在するだけであり、その結果、行政のスタイ




ならず無駄が生 じて くる。それを回避す るために、時限立法 として、総合交通特別会計 といったものを
運用すべ きである。
総合的な交通法規を具体的に策定す るに当たっては、具体的な権利保障を規定す るのか、それ ともプ
ログラム規定 とするのかで議論が分かれ る。上位法 として交通基本法を位置付ける場合には、プログラ
ム規定の方が妥当であろう。財政負担との関係性についてもフィージビリテ ィが高い。
とい うのは、 もし具体的な権利保障を明文化 して しま うと、次々に訴訟が起 こって しまい、行政サイ
ドが対応できなくなって しま うからである。
交通権 とバ リアフ リー法 との関係性 を整理す ることも重要な課題である。交通バ リアフリー法の延長
線上に総合交通基本法の制定を求めるのは、その位置付けをあいまいに して しま う恐れがあるもの と考
える。障害者 に対 しては、交通バ リアフ リー法 を雇用環境の改善な ど関連分野 に拡充 し、総合バ リアフ
リー法 とでもいったものを模索 してい くことこそが望ましいものと考える。
5.国家政策、あるいは地域振興 と しての交通政策
5.1交 通 財源 の一般 財源 化
現在の 日本 の交通財源は、特別会計方式を主 としているところに問題がある。交通の必要性 を国民が
等 しく認識 し、かつその効率的整備を図るためにも、交通整備財源は一般化すべきである。
確 かに、'特別会計は交通整備に関する財源を安定的に確保 していく上では大きな意味をもっものであ
る。筆者 はこれまで、・これか らの社会における交通の重要性 を主張 してきた。その意味では、特別会計
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によって確実にその財源を確保 していった方が、主張に則 したものではないか と思われるか もしれない。
しか し、特別会計に して しま うと、その時々の交通の必要性の変化に柔軟に対応することができなく
な って しま う恐れが大 きくなって しま う。交通投資の優先順位は、モー ド問においても異なってくるだ
ろ うし、広 く日本経済全体を見ても、その時々の経済状況か ら見て、経済対策などにより多 くの財源を
確保 しなければならない場面も多々あるものと考えられる。そ うした事態に的確に対応 してい くために
も、面倒で、不確実性 はあろ うとも、一般財源 とい う土俵の中で、毎年その重要性を訴え、社会的 コン
センサスの中で予算を勝ち取ってい くべきである。そ して、こ うすることによって、公共事業の建設過
程におけるレビューが確実に行われ ることになり、多段階での事業評価の機会が与えられることから、
公共事業全体のスクラップ ・アン ド・ビル トがより実質的に進み、財源の効率的活用にっながるであろ
う。その中で、 これだけはどうしても国家プロジェク トとして進めなければならないとい うものにっい
ては、そのプ ロジェク ト毎に別予算化すべきである。特別会計の固定化を避けるべきであ り、プロジェ
ク ト毎に、よ り特定化 した ものに絞 り込んでい くことが求められる。
また、一般財源化 と特別会計の聞の選択は、'究極の ところ、「市場の失敗」と 「政府の失敗」のどちら
をより受け入れ ることがで きるかとい うことにもなるであろう。
筆者の立場は、ここで もどちらか といえば一般財源化を促す ものである。その理由は、現在のように
社会構造の変動が激 しく、それに対する素早い対応が迫 られる状況下においては、政府の指導性が十分
に発揮 されるよ うな体制が とられるべきであると考えるか らである。 しか し、こ うなると当然 「政府の
失敗」が生 じて くる可能性が高まる。そ うな らないためには、政策決定過程を透明化 し、誰もが政府の
政策決定をプロセス段階でチェックし、修正することができる体制を構築 していくことが求め られる。
5.2優 先順位付 けの問題
どのようなプロジェク トが優先 して実施されるべきか、 ここでは国民の意思がどのようにすれば政策
決定に うまく反映 されていくことができるとい う問題がある。そこで、欧米で先進的に行われているP
I(パブリック ・インボルブメン ト)が注 目されている∀






べてを満たす ようなことは不可能である。 しかも、多 くの政策は実行にあたっては迅速な決断を要求 さ
れる。 ここでは、論点が新たに設定される。つま り、規制緩和などにおいては、その結果 どのような事
態が現出するかは予測不可能な場合が多いことである。そのため、事前に十分対策をとることはもちろ
ん必要となるが、それ以上に、事後のモニタ リングをしっか りと行っていく必要がある。そ して、モ三
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タリングにおいて問題点が見つかった場合には、それに迅速に対応 し、処置を講 じていく必要があ り、
そ うした体制をきちん と明確なシステムとして構築する必要がある。
6,ま と め
以上、現代における総合交通政策の必要性、交通権 とい う概念の確立について論 じてきた。結論 とし
ては、一刻 も早い総合交通基本法の樹立、それに伴 う交通整備財源の見直 し、一般財源化が重要である。
また、交通政策を策定、実施 してい く上での情報の透明性、責任所在 の明確化 も同時に求めていかなけ
ればならない。規制緩和の進展を受け、早急な対応 を迫 られている。
脚注
Dこ の点に関 して、 日本交通学会第61回研究報告会での席上、人が移動する際に事故に遭 う可能性に
ついて も考慮すべきであるとい うコメン トがあった。
2)四 国で行われた四国地方交通運輸産業労働組合協議会での報告では、月の手取 りが10万を下回る運
転手の数が増加 しているとい う。
3)現 に見直 しは進められ、補助金のカッ トによる脅威にさらされている地域は多い。
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